
令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【概要】

開催状況

【地域独自に招聘した参加者など】
リカレント教育を実施する大学等の参画 計29地域
社会福祉協議会の参画 計10地域
その他
・経済産業局からデジタル人材育成の取組の説明（青森、広島）
・県の生活困窮者自立支援制度主管部局から生活困窮者支援における課題認識の共有（群馬）
・厚労省委託事業の受託者から女性求職者を対象としたICT活用できるサポーター養成等
のプログラムについて紹介（山口）

地域の将来の産業展開を含めた人材ニーズ等を踏まえた訓練設定の方針を協議したほか、リカレント
教育を実施中の大学等から取組を紹介するなど職業能力開発に関する取組を関係者間で共有した。

【主な協議内容】
①職業訓練の実施状況を踏まえた訓練コースの設定方針
②地域の人材ニーズを踏まえた訓練コースの設定方針
③訓練効果の把握・検証
④その他の職業能力開発及び向上の促進のための取組

令和５年10月24日
第１回広島県地域職業能力開発促進協議会の風景

国と都道府県の共催により、令和５年10月から11月に
かけて全都道府県において開催。

別添４

別添１～３

資料２－１
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【具体的な協議①-１】 別添１

職業訓練の実施状況を踏まえた訓練コースの設定方針

⚫ 就職後は相手への気遣いや意思を正確に伝えるなどコミュニケーション能力が必要（訓練実施機関）、チームで開

発にあたるため、指示どおりの作業ができるようになるという点も訓練して欲しい（採用企業）との意見を踏まえ

たカリキュラムの見直しを促進する。

⚫ 使用するプログラミング言語が変わるため、自ら主体的に学び続ける能力（リスキリング能力）が必要（訓練実施

機関・採用企業）との意見を踏まえた訓練受講希望者への働きかけを推進する。

富山

○応募倍率が高く、就職率が低い分野
・・「デジタル分野」

・コミュニケーションの重要性を教示するキャリアコンサルティングや、実
際の作業を想定したグループによる開発演習をカリキュラムに導入するよう
促進していく方針。
・ＨＷ相談窓口において訓練受講希望者に対し、リスキリング能力（自ら主
体的に学び続ける能力）への理解を促す働きかけを推進する方針。

WGの改善促進策

【Ｒ５年度検証対象】
デジタル分野

青森

○応募倍率が高く、就職率が低い分野
・・「営業・販売・事務分野」

・基礎的デジタルリテラシーを習得する内容をカリキュラムに盛り込むこと
を推進していく方針。
・給与制度・労働保険の知識等実務に役立つ附帯的な知識の付与をカリキュ
ラムに盛り込むことを推進していく方針。

⚫ パソコン操作など基礎的なデジタルスキルが就職後に役に立った（修了生）、表計算ソフト、プレゼン資料作成

などは就職後に必要となってくる（採用企業）との意見を踏まえたカリキュラムの見直しを促進する。

⚫ 表計算ソフトが操作できるという単体のスキルではなく、そのソフトで処理する給与制度や労働保険・健康保

険・厚生年金の制度もバックグラウンドとして知っておくことが必要（採用企業）との意見を踏まえたカリキュ

ラムの見直しを推進する。

WGの改善促進策

【Ｒ５年度検証対象】
営業・販売・事務分野
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【具体的な協議①-２】

職業訓練の実施状況を踏まえた訓練コースの設定方針

○応募倍率が高く、就職率が比較的低い分野
・・「ＩＴ分野、デザイン分野」

大阪

・就職後のスキルアップへのモチベーション、チームスキル、社会人基礎力
を習得できるカリキュラムの工夫を推進していく方針。
・就職率が低い訓練実施機関に対し、効果的なキャリアコンサルティング
（就職支援）例等を周知していく方針。

⚫ 就職後はヒューマンスキル、仕事への意欲、チャレンジ精神が重要となってくる（採用企業）との意見を踏まえ、

そうした要素のカリキュラムへの導入を推進していく。

⚫ 就職率の高い訓練実施機関では、キャリアコンサルタントが職業意識（態度、心構え等含む）を向上させる工夫を

し、早期からめざす業界・業種を設定した上で支援している。

WGの改善促進策

【Ｒ５年度検証対象】
デジタル分野

島根

・社会人基礎力を向上させるための「職業訓練用キャリアコンサルティング
マニュアル」を作成することとし、令和６年度より運用開始とすることを目
指す方針。

⚫ 単にスキルだけではなく、コミュニケーション能力や仕事に取り組む姿勢が重要である（採用企業）との意見を踏

まえ、訓練とともに社会人基礎力を養成していくための、キャリアコンサルティングを改善していく必要性が認識

された。

WGの改善促進策

【Ｒ５年度検証対象】
営業・販売・事務分野

○応募倍率が高く、就職率が低い分野
・・「営業・販売・事務分野」
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【具体的な協議②】

地域の人材ニーズを踏まえた訓練コースの設定方針

新潟
〇 事業主団体より、県内ではIT系専門学校が充実しているため、
県及び新潟市等自治体によるIT関連企業の誘致が進んでいるが、
実際に進出した企業からはIT関連人材の確保に苦慮しているとの
話があるといった現状共有とともに、専門学校等にてIT分野の職
業訓練を行っている旨の情報を関係機関と連携し、進出した企業
にも発信してほしいとの意見。

〇 公的職業訓練効果検証WGのヒアリング結果等
をもとに、デジタル求人事業所向けの周知用リー
フレットを作成し、「訓練修了者歓迎求人」の提
出に理解を求めていく方針。

石川
〇 各産業で人手不足が顕著であり、若年の人材確保が難しいこ
と、プログラミングやシステム開発ができる人材を求める声、
データ集計・分析及びそれを活用できる人材を求める声が多いこ
と、IT・営業・経理財務の人材はどこの産業も欲しがっているこ
と、IT人材を内製化したいという声があるとの情報。

〇 ハローワークの求人部門において、より詳細な
求人ニーズを聴取し、求人票に反映させるとともに、
職業訓練制度を周知し、訓練修了者の採用に理解を
求めていく方針。

福井
〇 北陸新幹線が福井県まで延伸されることに伴い、観光人材の
育成についても重点的に考え、検討する必要があるとの意見。
○ 労働局から求職者に占める中高年齢者の割合が増加している
ことを踏まえ、就職につながるような訓練コースの設定が求めら
れること等を共有。

〇 来年度の地域職業訓練実施計画への反映を検討
する方針。

京都 〇 企業が人材を求めるにあたり、必要なスキルや訓練内容が企
業にも明確でない場合等もあるが、どのような方法で職業訓練の
内容を決めているのか、との意見。

〇 府の施設内訓練は、就職率等の客観的な判断材
料に加え、訓練生の就職斡旋に係る企業訪問時に聞
き取りを行うなど、ニーズの把握に努めている。併
せて、外部有識者等で構成する委員会において、ご
意見をいただきながら訓練内容等を決めており、今
後についても継続していく方針。

【地域のニーズ】

熊本
〇 労働局が実施した地域ニーズ調査において、TSMC進出に伴う
経済等波及効果が期待される中、半導体産業及び関連産業におけ
る人材育成が求められているとの結果や、その他業種の人材育成
において企業が求める人材ニーズとしてビジネスコミュニケー
ション能力やITスキルの向上といった専門知識外の基本スキルの
取得による人材の質の底上げにもつながる訓練カリキュラムも必
要との意見が寄せられたことを共有。

○ 県内における半導体関連の人材育成については、
ポリテクセンター熊本において、令和5年度に訓練
カリキュラムを一部見直したコースがあり、令和6
年度においても更にカリキュラムの変更を予定して
いることの共有。
○ 専門的な知識の習得だけでなくビジネスマナー
等基本的なカリキュラムの設定も検討していく方針。

【方針】

別添２
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【対応方針】【協議会構成員からの意見等】【ＷＧから報告があった改善促進策案の概要】

令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【具体的な協議③-１】 別添３

訓練効果の把握・検証（デジタル分野）

千葉

○専門的な知識だけでなく、
コミュニケーション能力が重
要との意見が多かったことを
受け、グループワーク等受講
者参加型のカリキュラムを増
やしていくことが必要。

○グループワークやプレゼ
ンなどコミュニケーション
能力の向上を目的とした受
講者参加型のカリキュラム
を提案していく。

○修了者からは、グループワークやプレゼンの練習がコミュニケー
ションの練習になったと評価されており、企業側もコミュニケー
ション能力を重視しているため、グループワークなどコミュニケー
ション能力の向上を目的とした訓練カリキュラムを実施機関へ提案。

○企業側は、専門的な分野の知識だけでなく、デジタル全般の基本
的な知識やビジネスマナーの習得についても考慮されたカリキュラ
ムを求めているため、訓練生のニーズも踏まえながら、デジタル全
般やビジネスの基本に関する訓練内容を含んだコースの企画提案も
必要。

検証分野：デジタル分野

茨城

○訓練習得度の見える化を推
進していく必要。

○訓練中に訓練によって身に
つけた技術を使ったポート
フォリオを作成し、実際の面
接の際のアピール材料として
活用することも効果的。

○ジョブ・カードを活用し
訓練習得度の見える化を推
進していく。

○ポートフォリオの活用も
推進していく。

○資格取得は訓練修了後の習得度を把握するためのわかりやすい目
安となることから、訓練期間中の資格取得を推奨。

○訓練習得度の見える化を推進していく取組が必要。

検証分野：デジタル分野
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【具体的な協議③-２】

訓練効果の把握・検証（デジタル分野）

大分

○県内企業においてもＤＸが
進められている中、デジタル
分野の訓練が企業ニーズに即
した訓練になっていないので
はないか。

○また、企業ニーズに即した
訓練が出来ないのであれば縮
小する方がよい。

○令和６年度に開始する訓
練から訓練コースのレベル
を差別化し、求職者支援訓
練は基礎的な内容を中心に、
委託訓練は５か月から12か
月の応用・実践まで学べる
コースを中心に実施するこ
ととし、訓練計画に反映す
る方針。

富山

○ヒアリング結果のとりまと
めがよくできているとの評価。

○以下の改善促進策を訓練
計画に反映。

①コミュニケーション能力
の養成
②訓練受講者に対する柔軟
な職種選択への支援
③リスキリング能力の養成

○ 求人ニーズであるコミュニケーション能力を養成するため、実
際の作業を想定したグループによる開発演習を導入や、キャリアコ
ンサルティングでコミュニケーションの重要性を受講生に認識して
もらう取組等を実施。

○受講希望者に対する柔軟な職種選択への支援のため、ハローワー
クが訓練施設と連携を深めデジタル業界の求人ニーズを共有するこ
とにより、ミスマッチを防止。

○デジタル分野においては、使用するプログラミング言語が変わる
など、自ら主体的に学び続ける能力が問われるため、「職場におけ
る学び・学び直し促進ガイドライン」をもとに、自立的・主体的な
学びを周知、勧奨を実施。

検証分野：デジタル分野

○ 企業ニーズを踏まえ、訓練コースのレベルを差別化。
（例）
求職者支援訓練：３か月→基礎的な内容のコース中心
委託訓練：５～１２か月→応用、実践的な内容のコース中心

○企業の求める人材に近づけるように、ビジネスマナーやコミュニ
ケーションを中心とした訓練カリキュラムを強化してもらえるよう、
実施機関へ依頼。

検証分野：デジタル分野

【対応方針】【協議会構成員からの意見等】【ＷＧから報告があった改善促進策案の概要】
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【具体的な協議③-３】

訓練効果の把握・検証（ＩＴ分野）

秋田

○小規模事業所のデジタル化
はまだ入り口部分のところが
多く、新規採用と在職者育成
も含め様々な訓練の確保も必
要。

○公的職業訓練に幅広く情
報リテラシーに係る内容を
盛り込むことを検討。
○企業の求める人材像の明
確化及び求人票への明確な
記載により、訓練内容を活
かせる求人とのマッチング
精度を高めて、就職支援を
推進する（訓練受講修了者
歓迎求人の確保を含む）。

○高度なデジタル人材の育成に取り組むとともに、幅広い産業で求
める情報リテラシーの訓練内容を組み入れた訓練コースの設定が必
要。
○企業の求める人材像の明確化と求人票への明確な記載など、訓練
内容を活かした就職実現に向けた支援の強化が必要。

検証分野：ＩＴ分野

広島

○ＩＴ業界のイメージができ
ていない受講生のために概要
のようなものを授業に入れて
はどうか。

○レベル別のコース設定の
工夫。
○現場で実際に活用できる
スキル等の付与。
○コミュニケーション能力
を培うカリキュラムの設定。
○就職実績や修了生の声と
いった内容を含む説明会等
の実施。
○訓練の受講により得るこ
とのできる知識やスキル等
の仕上がり像の一層の具体
化、見える化。

○実際に現場で活用できる技能等と習得スキルのギャップが見られ
たため、求人ニーズに沿った内容になるよう改善を行うと共に、訓
練の受講により得ることができる知識やスキルについてより具体的
に見える化する必要。

検証分野：ＩＴ分野

【対応方針】【協議会構成員からの意見等】【ＷＧから報告があった改善促進策案の概要】
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【招聘事例・連携事例など】 別添４

北海道
北海道国立大学機構小樽商科大学が実施しているリカレント教育「DX時代の介護ミドルマネジャー育成プ

ログラム」におけるVRの活用内容について構成員間で共有。介護DX時代を牽引する人材育成のため、プログ
ラムの一部にVR技術を活用し、現場にいるような環境の中で介護技術の体感、講師や他の受講生とのコミュ
ニケーション機会を実現していること等について説明、情報共有。

宮城 東北大学ナレッジキャスト株式会社より「東北大学データサイエンスカレッジ」の取組を発表。企業の中
の人材のリスキリングを対象としたプログラムで、ビジネスをリードできるようなデータサイエンティスト
を養成するカリキュラムとなっていることについて説明、情報共有。

広島 中国経済産業局から、企業のDX推進とデジタル人材育成の関係について、国としての方向性や経済産業省
としての取組について説明、情報共有。

群馬 群馬県の生活困窮者自立支援制度主管部局から、困窮者の多くは数日中に所持金が尽きてしまうような方
なので、訓練以前の課題解決が最優先であるとした上で、訓練受講に際しても、自家用車を保有していない
方の通所や金銭的な面での課題も存在していることについて説明、課題認識を共有。

兵庫 兵庫県教育委員会事務局より、高校生に対するキャリア教育の一環として教育委員会が実施しているイン
ターンシップや業界人を非常勤講師として招聘し実務指導等を行う事業について説明、情報共有。

山口

学校法人ＹＩＣ学院から女性求職者を対象としたＩＣＴを活用できるサポーターの養成とその伴奏支援を
するトータルサポートシステムを構築するプログラム（厚労省委託事業）について紹介。学校や企業でＩＣ
Ｔ推進を支援に必要な知識や技術を習得したＩＣＴ支援員や企業の中で活躍できるＩＣＴ活用サポーターを
仕上がり像としていることについて説明、情報共有。

リカレント
教育を実施
する大学等

地方自治体
の各部局

青森 東北経済産業局より生成AI時代のデジタル人材育成の取組についてを説明があり、部分的な業務効率化の
みならず、全体的なビジネスプロセス・組織の変革、製品・サービス・ビジネスモデル改革につながること
が重要であること等について説明、情報共有。経済産業局

その他

職業能力開発に関わる様々な情報共有
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